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研究成果の概要（和文）：生産、消費など経済活動にともなう取引を行うたびに、輸送費は必ず発生する。都市
経済学、空間経済学、そして国際経済学においても、輸送費は重要な要因であるが、外生的に与えられるパラメ
ータとして取り扱われる場合がほとんどである。本研究では、輸送市場の理論モデルを構築し、輸送費が内生的
に決定されるメカニズムを分析すること、そして理論モデルに基づいて輸送費の構造を実証的に分析することを
目的とする。
次の4つの課題について研究を実施する：A 輸送業者の行動と市場均衡における輸送費の決定；B 輸送機関によ
るネットワーク戦略と輸送費の決定；C 政府の交通政策と輸送費の決定；D ミクロデータによる輸送費の計量分
析。

研究成果の概要（英文）：Transport costs are essential in the process of transactions for economic 
activities, such as production and consumption. Transport cost has been treated as an exogenously 
given parameter in studies of urban economics, spatial economics, and international economics. We 
construct theoretical models of transportation market, in which transport cost is endogenously 
determined. We investigate the structure of the transport cost empirically. 
This project deals with the following 4 subjects: (A) Theoretical model of transport market with 
shippers and transport firms; (B) Transport cost determined by network strategies of carriers; (C) 
Transport cost determined by infrastructure policies of governments; (D) Empirical analysis of 
transport cost.

研究分野：交通経済学

キーワード： 輸送費　インフラストラクチャ　ネットワーク
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研究成果の学術的意義や社会的意義
輸送費の削減は経済全体に広範な便益をもたらすが、有効な政策分析を行うために輸送市場の資源配分メカニズ
ムを解明することの意義は大きい。インフラストラクチャ整備、規制、課税、補助金さらには政府間の協調など
代替的な政策手段の効果を評価することを通じて、望ましい介入のあり方に関して有益な示唆が得られるものと
期待される。また実証分析により得られたパラメータを用いた政策分析は、分析結果に定量的基礎を与えること
が期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
都市経済学、空間経済学、国際経済学において、輸送費は距離に定数を乗じたものと定式化され
（典型的には氷塊型輸送費）、インフラストラクチャ整備や輸送技術の革新により、比例定数が
外生的に変化したときの経済活動の立地分布への影響を分析する研究は多く行われてきた。 
 輸送機関に対する規制やインフラストラクチャの建設は、これまで政府が重要な役割を果た
してきたが、規制緩和や民間によるインフラストラクチャ運営が広がっている。これらの問題に
ついては産業組織論において議論されてきたが、交通経済学においては交通に特有の空間的な
ネットワーク性に着目した理論分析が発展中である。たとえば航空輸送においては、航空会社に
よるハブスポークネットワークの選択により、地域間の輸送費が内生的に決まる。このように決
まるネットワーク構造は資源配分上最適にはならないので、政策的介入のあり方が問われてい
る。 
 政府がインフラストラクチャを供給する場合でも問題がないわけではない。輸送の広域化に
より複数の政府（国、地域）が供給するインフラストラクチャを利用するクロスボーダー輸送が
増大している。各政府は自国の厚生のみを考慮してインフラストラクチャ政策を決定するが、そ
の場合に生じる、資源配分上の問題に関する分析は、交通経済学における新しい研究課題として
注目を集めている。 
 
２．研究の目的 
本研究では、以下の四つの研究課題について研究を行う。 
  A 輸送業者の行動と市場均衡における輸送費の決定 
  B 輸送機関によるネットワーク戦略と輸送費の決定 
  C 政府の交通政策と輸送費の決定 
  D ミクロデータによる輸送費の計量分析 
A-Cは理論的研究、Dは実証的研究である。図－１に、A,B,Cの各研究課題が取り扱う市場の範
囲を示している。理論的研究においては、市場あるいは輸送機関や政府の戦略的行動を通じて輸
送費が決定されるメカニズムを分析するとともに、それらの帰結に関する資源配分上の問題を
明らかにし、問題を改善するための最善・次善の政策の評価を行う。Dの実証的研究では、輸送
費に影響を与える要因を明らかにし、それらの大きさを評価する。さらに規模の経済、輸送距離
の経済の定量的評価、そして貨物輸送時間の金銭的評価値の推定を行う。 
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                       (注) A, B, Cは、後述の各研究課題が扱う範囲を示す。 
 
          図－１ 輸送市場の構成と研究課題 
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３．研究の方法 
A 輸送業者の行動と市場均衡における輸送費の決定 
 生産した財を出荷する企業（荷主）は、自ら輸送業務を行う場合と、輸送市場において運送業
者に委ねる場合がある。本研究では主として後者の場合に着目する。輸送市場のアウトプットは、
発着地によって決まる輸送距離、貨物のサイズ、そしてサービスの質（特に所要時間）のような
多属性の束として表される。そこで本研究では、ヘドニックアプローチに基づいて輸送市場の理
論モデルを構築する。荷主は輸送サービスを需要するが、できるだけ安価で質の高いサービスを



供給する輸送業者を選ぶ。運送業者は、労働（ドライバー）、資本（トラック）、高速道路利用な
どの投入要素選択を行い、様々な属性の組み合わせに対して価格（運賃）を提示する。均衡にお
いて運賃とサービスの質（所要時間）が決定される。このモデルにおいて、所要時間は、運送業
者の要素選択を通じて実現する内生変数である。 
B 輸送機関によるネットワーク戦略と輸送費の決定 
 本研究では航空輸送に着目する。航空会社間の競争を通じて形成されるネットワークと
社会的に効率的なネットワークを求め、それらの異同を明らかにする。また、上記モデルを
空港間の競争を導入する形で拡張し、航空会社や空港の間で起きている競争が、ネットワー
ク形成や輸送費用に与える影響を分析する。 
C 政府の交通政策と輸送費の決定 
C-1 複数政府による輸送インフラストラクチャの共同整備 
 研究代表者の文が継続して行ってきた、インフラストラクチャの料金と投資政策に関する研
究を発展させ、複数政府が一つのインフラストラクチャ（たとえば国境の橋、トンネル）を共同
して整備する場合のメカニズムを研究する。これは Mun and Nakagawa (2010)によるクロスボー
ダーインフラストラクチャのモデル（クロスボーダー輸送に用いるインフラの内、各国の領内に
存在する区間を各政府が整備する）で想定していた状況とは異なる。次のようなメカニズムを考
える。二つの国が出資して一つのオペレータを設立する。オペレータは、出資を受けてインフラ
ストラクチャを建設し運営する（料金を徴収して維持管理）が、利潤を両国の出資割合にしたが
って配分する。各国政府は自国の厚生を最大化するように出資の水準を選択する。オペレータの
料金政策と各国の出資選択のゲームの均衡解において輸送費の水準が決まる。収支均衡料金、あ
るいは利潤最大化料金など代替的な料金政策が資源配分に及ぼす影響を分析する。 
C-２ 不確実性下におけるインフラストラクチャ投資が輸送費に及ぼす影響 
 自然災害・事故・需要の増加等に起因する遅延や料金の変動など、不確実性による損失を軽減
するため、待避線や、複数の交通機関の組み合わせ等のようなインフラストラクチャ安定化政策
が採られる。そのような交通インフラ安定化の便益は、一種のリスク・プレミアムであり、通常
の一般化費用と同様の基準で評価することは難しい。そのため、確実性を前提とした多くの既存
研究によって提案された、インフラ整備・利用料金設定に関する社会的最適ルールが、不確実性
下では適切に機能しない可能性がある。本研究では物流を念頭に置き、荷主と物流企業（または
送り主と受け取り主）の取引を明示的に考慮したモデルの構築と分析を通じて、政府による望ま
しいインフラ整備と料金設定について理論的に検討する。その際、インフラの安定化に対する交
通セクター外からの補助金の必要性の有無など、具体的な政策的な課題にも注目する。また、物
流の不確実性は長期的には企業の立地選択にも影響を与えると予想されるため、それらの影響
を考慮した望ましいインフラ整備についても併せて検討する。 
D ミクロデータによる輸送費の計量分析 
 「全国貨物純流動調査」のミクロデータを用いて、A で開発した理論モデルのパラメータ推定
を行う。 
 
４．研究成果 
A 輸送業者の行動と市場均衡における輸送費の決定 
貨物市場において荷主は、短い輸送時間に対して支払意思を持ち、輸送業者は輸送時間短縮のた
めの技術と要素投入を行うことで均衡において運賃が決定するモデルを作成した。このモデル
では、輸送時間が短いほど運賃は高くなる（長くなるほど低くなる）。その際、高速道路利用や
荷物の積み下ろし時間の短縮などの輸送時間を決定する要因を明示的にモデルに考慮している。 
B 企業による輸送ネットワークの形成 
航空会社のネットワーク形成について、インフラ政策が与える影響を中心に検討を行った。基本
モデルでは、輸送サービスを供給する企業は、ハブ化による路線集約によって生じる規模の経済
とハブへのフィード路線の運営コストというトレードオフによって、ノード間のリンク開設（例
えば航空路や航路）に関する意思決定を行う。この基本モデルをベースに、そのような輸送企業
に対して、特にノードインフラ（例えば空港や港湾）の運営者が政策的にインフラの利用料を決
定できる状況にモデルを拡張して分析を行った。具体的には、インフラ運営者間で利用料に関す
る競争が生じている状況や、政府が小需要路線に対して補助を行う状況において、そのような政
策が輸送企業のネットワーク形成に与える影響を検証した。 
まず、インフラ運営者間の競争が輸送企業のネットワーク形成にどのような影響を与えるかと
いう点について、分析により、インフラ間の競争は、輸送企業に point-to-point ネットワーク
の形成を促すこと、ならびに相対的に小さな都市に立地するノードインフラがハブになる可能
性が高くなることが示された。しかし、モデルでは、規模の経済をノードにおける固定費として
定式化しており、その定式化が結果に影響を与えた可能性があるため、密度の経済のような形で
の定式化を今後検討する必要がある。 
また、政府が小需要路線に対して補助を行う場合について、そのような補助制度がネットワーク
形成に与える影響を分析した。特に、補助制度を検討するにあたって、居住地ベースでの補助金
やリンク間での移転制度について、小需要路線の維持を効率的に行ううえで、リンク間での移転
制度が効果を持つのは輸送企業が hub-spoke 型のネットワークを形成している場合であること
が示された。また、居住地ベースでの補助制度については、従価型の補助のほうが従量型のもの



より効果があることが示された。しかし、このような補助制度に関する議論を行ううえで、その
路線を維持することによって、あるリンクを残すことでどの程度の便益があるかという点をネ
ットワーク外部性の観点から検証する必要がある。 
C 政府の交通政策と輸送費の決定 
C-1 複数政府による輸送インフラストラクチャの共同整備 
インフラストラクチャの供給には規模の経済が存在する場合が多いが、このような状況でイン
フラストラクチャの共同整備プロジェクトを効率化するための手段として、「収支均衡シャドー
トール」と呼ばれる手法を導入する。シャドー・トールとは、政府がインフラ管理者に対して、
住民の利用回数に応じて支払う料金である。この制度は、通行料を徴収しない一般道路を PFI に
よって整備するために英国において導入されるなど、欧州を中心に主に交通プロジェクトで用
いられてきた。しかしながら、複数の地域からなる共同投資プロジェクトの効率化を図る目的で
この制度の導入を提案したのは、本研究が初めてである。また「収支均衡」とは、プロジェクト
全体での投資費用と収入の均等化が達成されるようにシャドー・トール水準を設定することを
意味する。上記のように設計されたプロジェクトに対し、各地域が自地域の厚生を最大化するよ
うに自発的に出資額を決定する分権的意思決定を通じ、社会的に効率的な整備水準が達成可能
であることを理論的に示した。「収支均衡シャドー・トール」によって効率的な投資がもたらさ
れるのは、インフラ投資によって生じる各地域の限界消費者余剰がその使用量に比例するとい
う性質を通じ、結果的に便益に応じた投資コストの負担が実現するためである。これにより、投
資主体間の外部性の解決が実現する。このメカニズムは、利用者に対し直接課される料金水準や、
そもそもその徴収が可能かに関わらず適用可能であるため、交通だけでなく病院、図書館など、
地域間共同利用可能性のある全てのインフラの整備に応用可能である。 
C-2 大規模災害リスクの下での”cost recovery 定理”の拡張と再検討 
この研究では、交通インフラの機能を低下させるような大規模災害リスクに直面した経済にお
いて、Mohring and Harwitz (1962)によって示された cost recovery 定理がどのように変化す
るかを検討した。なお、cost recovery 定理とは、インフラの容量に対する投資が規模に関して
収穫一定であるとき、混雑外部性をコントロールするような社会的最適料金収入が社会的最適
な投資コストと等しくなる、というものである。ある一定確率で大規模災害が起こり、インフラ
の機能が低下するという将来のリスクに直面する経済を考える。この経済は交通を生産要素と
して投入する完全競争企業と政府からなり、政府は企業の生産者余剰を最大化するようにイン
フラの容量と料金水準を決定する。政府は災害による影響を受けない「安定的なインフラ」と、
期待値の意味で効率的だが災害により機能が低下する「不安定なインフラ」の 2種類への投資を
通じて、交通部門全体のリスク水準を制御する。また、インフラへの投資は災害発生以前に行わ
れるが、その利用料金および使用者である企業の意思決定は、災害発生後に行われる。 
本研究の結果は以下のとおりである。まず、企業が完全にリスク中立的であり、社会的余剰がリ
スク回避インセンティブを含まない場合のみ、各インフラにおいて cost recovery 定理が成立
する。しかしながら、企業がリスク回避的である場合、上記定理は成立せず、安定的なインフラ
（不安定的なインフラ）では、混雑料金収入の期待値がインフラ投資額を下回る（上回る）。ま
た、混雑外部費用を線形関数で与えた場合、交通需要の価格弾力性が１を下回る場合に（このこ
とは交通需要予測に関する多くの実証研究が支持している）、交通部門全体で混雑料金収入の期
待値が投資コストを下回ることが示された。これらの結果は、期待混雑料金収入が、社会余剰に
含まれるリスクプレミアムをカバーしないことによって起こる。 
得られた政策的含意は以下のようなものである。①災害時にバックアップ機能を提供するよう
な安定的なインフラにおいて、その投資費用を適切な料金収入によって回収することは困難な
ため、相対的に不安定なインフラで発生した余剰によって不足分を補填するのが望ましい。②し
かしながら、そのようなインフラ間補填は十分ではなく、さらに交通部門の外部からの投資費用
の補助が必要となる。 
 
D ミクロデータによる輸送費の計量分析 
全国貨物純流動調査（物流センサス）の個々の貨物輸送の運賃、距離、重量、時間指定の有無、
高速道路利用の有無などと総合交通分析システム（NITAS）の経路最短距離、最短時間などを利
用し、運賃関数、高速道路選択関数、輸送時間関数の推定を行った。 
運賃関数に関する推定結果より、距離が長くなるほどその単価が下がること（長距離輸送の経
済）、そして重量が大きくなると単価が下がることが観察された（規模の経済効果）。 
また、地域の輸送業の競合状況が費用に与える効果についても分析した。推定で用いた地域の競
争状態を表す変数である「人口 1000 人当たり運送業者数」の係数は約-5888 円であった。現実
では、最も競争度の高い地域は茨城県で 0.67458、低い地域は長野県で 0.26638 であり、その差
は 0.4082 (0.67458-0.26638)となり、その差が運賃に与える影響は、0.4082*5888=2404 円とな
る。運賃の平均値が 2万 6737 円程度なので、平均運賃の約 1割程度の地域差が生じていること
がわかった。 
推定された運賃関数と輸送時間関数に基づいた輸送サービス市場均衡条件を用いて、荷主の時
間価値を計測した。われわれの手法では表 1 のように距離と貨物の重量のさまざまな組み合わ



せに対して時間価値を計測することができる利点がある。サンプルの平均的な組合せである重
量 4 トン、距離 200km の貨物輸送について時間価値を計測すると、3133 円となった。このモデ
ルを用いて、高速道路整備による荷主の便益（金銭的価値と時間価値の合計：「(B)」）と社会的
便益（高速道路建設から得られる収益と荷主の便益の和：「(A)+(B)」を計算した。重量が一定で
あるとすると距離が長い程高くなり、距離を固定すると重量が大きい程、便益は高くなることが
示された。 
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